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 本工事は、工事実施にあたって不足する下
請け等の技術者や技能者等を、通常考える工
事実施地域外から広域的に確保せざるを得な
い場合に、「共通仮設費（率分）のうち営繕費」
及び「現場管理費のうち労務管理費」の一部
の費用（以下「実績変更対象費」という。）に
ついて、契約締結後、労働者確保に要する方
策に変更が生じ、土木工事標準積算基準書の
金額相当では適正な工事の実施が困難になっ
た場合は、実績変更対象費の支出実績を踏ま
えて最終精算変更時点で設計変更する試行工
事である。
 本工事は、建設業の担い手確保・育成のた
め、建設現場への新規入職者を増やす環境作
りの一環として、現場閉所の週休２日化を促
進する試行工事（発注者指定Ｉ型）である。
 本工事は、熱中症対策に資する現場管理費
を補正する試行の対象工事である。
 本工事は、建設業法第26条第３項ただし書
の規定の適用を受ける監理技術者（特例監理
技術者）の配置は認めない。
 本工事は、契約手続にかかる書類の授受を、
原則として電子契約システムで行う対象工事
である。なお、電子契約システムによりがた
い場合は、発注者の承諾を得て紙契約方式に
代えるものとする。
 発注者の承諾を得て紙入札方式に代える場
合、書面手続きにおける押印等の取り扱いに
ついて、留意すること。
 本工事は、賃上げを実施する企業に対して
総合評価における加点を行う工事である。
 本工事は、国庫債務負担行為に基づく契約
の契約会計年度における請負代金の支払いの
限度額（以下「支払限度額」という。）につい
て、当初契約の時点で「０」等と設定し、補
正予算が措置されるなど追加で予算の執行が
可能となった場合に各年度の支払限度額を変
更し、前倒しで前金払、既済部分払等の支払
いを可能とする「事業加速円滑化国債」を採
用する。支払条件等については、入札説明書
及び現場説明書の内容を十分に確認するこ
と。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。

 近畿地方整備局における令和３・４年度一
般競争（指名競争）参加資格「受変電設備工
事」の認定を受けていること（会社更生法（平
成14年法律第154号）に基づき更生手続開始
の申立てがなされている者又は民事再生法
（平成11年法律第225号）に基づき再生手続
開始の申立てがなされている者については、
手続開始の決定後、近畿地方整備局長が別に
定める手続に基づく一般競争（指名競争）参
加資格の再認定を受けていること。）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 平成19年度以降に元請として完成し、引渡
しが完了した下記もしくはのいずれかの
要件を満たす工事（発注機関は問わない。）の
施工実績（以下「同種工事の実績」という。）
を有すること（甲型共同企業体構成員として
の実績は、出資比率が20％以上の場合のもの、
乙型共同企業体構成員としての実績は、出資
比率にかかわらず各構成員が施工を行った分
担工事のものに限る。また、事業協同組合構
成員の実績は認められない。）。
 高圧（または特別高圧）受変電設備を設
置した工事。
 発動発電設備（発電機定格出力125kVA
以上）を設置した工事。
なお、経常建設共同企業体（以下「経常Ｊ
Ｖ」という。）にあっては、構成員のうちの１
社が平成19年度以降に元請として完成し、引
渡しが完了した同種工事の実績を有するとと
もに、その他の構成員はそれぞれ平成19年度
以降に元請として完成し、引渡しが完了した
下記の要件を満たす工事（発注機関は問わ
ない。）の施工実績（以下「その他構成員の実
績」という。）を有すること（甲型共同企業体
構成員としての実績は、出資比率が20％以上
の場合のもの、乙型共同企業体構成員として
の実績は、出資比率にかかわらず各構成員が
施工を行った分担工事のものに限る。また、
事業協同組合構成員の実績は認められな
い。）。
 建設業法でいう「電気工事業」に該当す
る工事。
同種工事の実績が国土交通省が発注した工
事（港湾空港関係を除く。）のうち入札説明書

に示すものに係る実績である場合にあって
は、工事成績評定が入札説明書に示す点数未
満であるものを除く。
また、申請書及び資料の提出期限までに完
成し、引渡しが完了する予定であった工事が
「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止
に向けた工事及び業務の一時中止措置等につ
いて」（以下、「コロナ通知」という。）に基づく
一時中止等を行ったことにより、申請書及び
資料の提出期限までに完成し、引渡しが完了
していない場合においても実績として認め
る。
ただし、コロナ通知に基づく一時中止等以
降、新たな理由により工期を延期した場合、
工事の完成、引渡しの完了まで実績として認
めない。
 次の基準を満たす監理技術者又は主任技術
者（以下「配置予定技術者」という。）を当該
工事の現場施工期間に専任で配置できること
（現場施工期間は令和５年11月から令和６年
２月を予定している。）。
なお、製作現場（工場）の配置予定技術者
と現場の配置予定技術者は同一でなくてもよ
いが、同一でない場合は、それぞれが次の基
準を満たすこと。
ただし、製作現場（工場）の配置予定技術
者は下記⒝の同種工事の経験は必要としな
い。
⒜ １級電気工事施工管理技士、２級電気工
事施工管理技士又はこれと同等以上の資格
を有する者であること。
⒝ 平成19年度以降に元請として現場施工を
行い完成し、引渡しが完了した上記も
しくはのいずれかの要件を満たす工事
（発注機関は問わない。）の経験（以下「同
種工事の経験」という。）を有する者である
こと（甲型共同企業体構成員としての経験
は、出資比率が20％以上の場合のもの、乙
型共同企業体構成員としての経験は、出資
比率にかかわらず各構成員が施工を行った
分担工事のものに限る。また、事業協同組
合構成員の実績は認められない。）。
なお、明示した同種工事の経験に携わっ
ていたことが確認できる工事に限る。
また、上記の期間に１年以上の産前・産
後・育児休業、介護休業及び傷病休業（以
下「長期休暇」という。）を取得した場合は、

長期休暇期間に相当する期間を実績として
求める期間に加えることができる。
同種工事の経験が国土交通省大臣官房官
庁営繕部、各地方整備局、北海道開発局及
び内閣府沖縄総合事務局開発建設部発注の
工事（いずれも港湾空港関係を除く。）のう
ち入札説明書に示すものに係る経験である
場合は、工事成績評定が入札説明書に示す
点数未満であるものを除く。
なお、申請書及び資料の提出期限までに
完成し、引渡しが完了する予定であった工
事がコロナ通知に基づく一時中止等を行っ
たことにより、申請書及び資料の提出期限
までに完成し、引渡しが完了していない場
合においても経験として認める。ただし、
コロナ通知に基づく一時中止等以降、新た
な理由により工期を延期した場合、工事の
完成、引渡しの完了まで経験として認めな
い。
⒞ 配置予定技術者が、監理技術者の場合は、
監理技術者資格者証（電気工事業）及び監
理技術者講習修了証を有する者であるこ
と。
⒟ 配置予定技術者（及びその他構成員の配
置予定技術者）については、直接的かつ恒
常的な雇用関係（申請書及び資料の提出期
限の日以前に３ヶ月以上の雇用関係）があ
ること。
⒠ 在籍出向者等を配置予定技術者として配
置する場合は、「建設業者の営業譲渡又は会
社分割に係る主任技術者又は監理技術者の
直接的かつ恒常的な雇用関係の確認の事務
取扱いについて」（平成13年５月30日付け国
総建第155号）、「官公需適格組合における組
合員からの在籍出向者たる監理技術者又は
主任技術者の直接的かつ恒常的な雇用関係
の取扱い等について（試行）」（平成28年３
月24日付け国土建第483号）、「親会社及び
その連結子会社の間の出向社員に係る主任
技術者又は監理技術者の直接的かつ恒常的
な雇用関係の取扱い等について（改正）」（平
成28年５月31日付け国土建第119号）又は
「持株会社の子会社が置く主任技術者又は
監理技術者の直接的かつ恒常的な雇用関係
の取扱いについて（改正）」（平成28年12月
19日付け国土建第358号）において定めら
れた在籍出向等の要件に適合しているこ
と。
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